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「道州制を見据えた都市自治体と広域自治体のあり方について」 のポイント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

全国市長会「分権時代の都市自治体のあり方に関する検討会」 
平成１７年６月６日「分権時代の都市自治体のあり方について」より 

 

□ 都道府県と都市自治体における二重行政の解消 

    …都市自治体が責任をもって総合的・完結的に事務を処理できる

よう、一定の行政分野ごとに、まとまった事務及び所要財源を

移譲 

 

□ 政令指定都市、中核市、特例市、その他の市など、人口規模に応じ

た一層の権限移譲と中核市、特例市の指定要件の引下げ 

 

□ 法改正による事務事業の移譲に加えて、条例による事務処理特例制

度の活用も重要 

 

□ 将来の道州制の議論に先立ち、広域自治体としての都道府県の区

域・規模の拡大の検討、都道府県の自主的合併による広域化も必要 

 

□ 国の地方支分部局を廃止・縮小し、その事務権限の大半及びこれに

伴う所要財源を都道府県または規模・能力の充実した都市自治体へ

移譲する必要 

都道府県の構造改革 

 
 中長期的には、道州制の導入を視野に入れる必要があるが、これに先立ち、当面、現行の 

 都道府県制度のあり方も検討する必要 

1.都市自治の確立と都道府県の構造改革 

 

 

将来的には 

 

道州制の導入 

 

も必要 
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 市町村合併の進展により、現在の都道府県の区域の拡大、役割・機能の見直しが必要となっているとともに、地方分権を進める 

 ため、国・都道府県・市町村の役割を抜本的に見直し、真の分権型社会にふさわしい新たな行政システムの構築が求められて 

 いることから、道州制の検討が必要となってきている。 

  2.都市自治体から見た道州制のかたち 

 
 
○ 幅広い事務を国から道州に移譲 
○ 国の役割は、外交、防衛、司法、通貨などの、真に国が果たすべ

き事務に重点化 
○ なお、国、道州、基礎自治体が同一分野の事務を融合的に処理す

る場合は、それぞれの責任を明確化し、基礎自治体への関与は必

要最小限とする 

 
 
 ○ 将来的には、道州制の導入が適当とする市長意見が 7割 

1 道州制の導入の是非 4 道州の事務 

 
 
○ 地方公共団体として、都道府県に代えて道州を置く 
○ 道州の執行機関の長及び議会議員は公選 
・ 道州内の自治体の合意により代表者を選任するとか、カウン

シル制度のように議決機関と執行機関一体の組織とする考

えもある 

2 道州の法的性格等 

 
 
○ 区域… 地理、自然、社会経済、歴史、文化等の観点を考慮する
など総合的に勘案する必要があるが、ある程度の均衡を考慮すれ

ば、全国を７ないし１２ブロックに区分することが相当 
 
○ 導入方法… 簡明な制度とする観点からいえば、全国一斉とする
ことが適当 

3 道州の区域と導入方法 

 
 
○ その権限に応じて、自立性を高めることを原則として、自主財源

である地方税を大幅に拡充することを基本 
○ 道州間の財政調整は、道州の規模、権限、経済力等の差異を踏ま

え、その必要性を検討 

5 道州の税財政基盤 

 
 
○ 大都市圏域それぞれの特性を踏まえて事務権限が選択でき、それ

に伴う自主財源も確保される新しい制度を検討 
○ 独立性（自己完結性）の高い大都市制度の創設を目指す 

6 道州制下の大都市制度 



 ３ 

 
 

 

 

○基礎自治体の規模は、それぞれの地域の特性に応じて当該地域が主体的に判断するべきものであ

るが、道州制の下における都市自治体は、将来的には概ね人口10万人以上の都市が基礎自治体

の標準的なものとして、分権型社会の担い手となるような社会の実現を目指すことが必要。 
 

○当面は規模の異なる都市自治体についても、その規模、能力、意欲に応じて、一層の事務・事業

の移譲等を進めるとともに、広域連合の活用や合併などを自主的に進めていくなどにより分権の

担い手としての実績を重ね、都市の実力をつけていくことが重要。 

 

○都市自治体と道州との関係は、道州の意思決定への都市自治体の参画や、道州と都市自治体の調

整の仕組みが必要。 
 

 
 

○ 道州制下における都市自治体は、「補完性の原理」に基づき、住民に最も身近な自立した総合的な行政主体と  
  して、地域において、現在都道府県が行っている事務・事業の多くを含む総合的な役割を担う 
 

 ○ 道州は、圏域全体の視野に立った産業振興、広域防災、国土保全、環境対策などの分野に限定された役割を担う 

３．道州制下の都市自治体 

都市自治体の将来の姿 

１０万人都市を目指して 
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我が国の内政を取り巻く環境が大きく変貌する中、地方分権型の新しい行政システムを構築

し、自主・自立の地域社会を実現していくことが求められているとともに、市町村合併の取組み

の飛躍的な進展により、都道府県の再編の議論が現実的となる地域も出てくることから、広域自

治体のあり方についての検討が必要となっている。こうした中、第 28 次地方制度調査会におい

て、道州制のあり方、大都市制度のあり方等に関し審議が始められたことを受け、検討会におけ

るこれまでの議論等を踏まえ、取りまとめを行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

「分権時代の都市自治体のあり方について」 

のポイント 

Ⅰ 道州制を見据えた都市自治体と広域自治体のあり方について 

 

中長期的には、道州制の導入も視野に入れる必要があるが、これに先立ち、当面、現

行の都道府県制度においても、以下のような措置を講じていく必要がある。 
 

○都市自治体が責任をもって総合的・完結的に事務を処理できるよう、一定の行政分

野ごとに、まとまった事務及び所要財源の移譲が必要。特に、都市計画決定、農地

転用、児童相談等の事務は早急に移譲することが必要。 

○都道府県と都市自治体の協力の下に処理すべき事務・事業では、当面、両者の役割・

機能の重複を具体的に調整する仕組みが必要。 

○政令指定都市は県と、中核市は政令指定都市と、特例市は中核市と同様の事務・事

業を配分するとともに、概ね人口10万人以上の市に対して一層の権限を移譲する

ことが必要。また、中核市、特例市の指定要件の緩和、政令指定都市の指定要件の

明確化が必要。さらに、財政面での自立のため、税源移譲等都市税財政基盤の確立

が必要。 

○事務処理特例制度による事務・事業の移譲に際しては、必要な財源等の措置を行う

とともに、行政分野ごとのまとまった事務移譲が重要。また、都市自治体の実態を

踏まえた柔軟な対応や、相互人事交流、職員の派遣等による都道府県の協力が必要。

○市町村合併や地方分権の進展により、都道府県の補完機能・連絡調整機能の縮小が

想定されることから、将来の道州制の議論に先立ち、都道府県の区域・規模の拡大

の検討や、都道府県の自主的合併による広域化も必要。 

○国の地方支分部局を廃止・縮小し、その事務権限の大半及びこれに伴う所要財源を

都道府県・都市自治体へ移譲することが必要。 

はじめに 

１．都市自治の確立と都道府県の構造改革 

平 成 １ ７ 年 ６ 月 ６ 日
分権時代の都市自治体の
あり方に関する検討会
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市町村合併の進展により、現在の都道府県の区域の拡大、役割・機能の見直しが必要

となっているとともに、地方分権を進めるため、国、都道府県、市町村の役割を抜本

的に見直し、真の分権型社会にふさわしい新たな行政システムの構築が求められてい

ることから、道州制の検討が必要となっている。 
 

○本会では、道州制の導入が適当という意見が７割。 

○道州は、住民に対して責任を持つ地方公共団体とすることが適当。 

○首長、議会構成は、現行制度と同様、公選とすることが必要。 

○道州制を導入する場合、国の役割は、国家存立に関わる事務、全国的に統一すべ

き事務、全国的規模・視点に立って行う事業等に重点化し、幅広い事務を道州に

移譲していくことが必要。なお、国、道州、基礎自治体が同一分野の事務を融合

的に処理する場合は、それぞれの責任を明確化し、基礎自治体への関与は必要最

小限とすることが必要。 

○道州の区域（ブロック）は、均衡を考慮し、全国を７ないし 12 ブロックとする

ことが相当。また、制度の導入は全国一斉とすることが適当。 

○道州制の下では、現在の都道府県は廃止することが適当。また、地域的事務の執

行や基礎自治体との連絡調整機能を果たすため、道州の地方事務所の設置が必要。

○道州制定着までの間は、道州と都市自治体との間で広域連合の活用等、事務移譲

を段階的に取り組んでいくことが必要。 

○道州の地方税財政制度は、地方税の大幅拡充を基本とすることが必要。 

○事務権限の選択制、自主財源が確保される新たな大都市制度について検討すると

ともに、独立性の高い大都市制度の創設を目指すことが必要。 

○連邦制は、憲法の根幹部分の変更が必要であることから、長期的課題であり、十

分な時間をかけ国民的な議論を行うことが必要。 

２．都市自治体から見た道州制のかたち 

 
 

○基礎自治体の規模は、それぞれの地域の特性に応じて当該地域が主体的に判断する

べきものであるが、道州制の下における都市自治体は、将来的には概ね人口10万

人以上の都市が基礎自治体の標準的なものとして、分権型社会の担い手となるよう

な社会の実現を目指すことが必要。 

○当面は規模の異なる都市自治体についても、その規模、能力、意欲に応じて、一層

の事務・事業の移譲等を進めるとともに、広域連合の活用や合併などを自主的に進

めていくなどにより分権の担い手としての実績を重ね、都市の実力をつけていくこ

とが重要。 

○都市自治体と道州との関係は、道州の意思決定への都市自治体の参画や、道州と都

市自治体の調整の仕組みが必要。 

３．都市自治体の将来のあり方－10 万人都市を目指して－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分権時代の都市自治体のあり方について 
 

（「Ⅰ 道州制を見据えた都市自治体と広域自治体の 

あり方について」抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年６月６日 

 

全 国 市 長 会 

分 権 時 代 の 都 市 自 治 体 の 

あ り 方 に 関 す る 検 討 会 
 



 

 

まえがき 

 

平成５年に行われた衆・参両院の「地方分権の推進に関する決議」からはじまっ

た地方分権改革の歩みは、平成 12 年の地方分権一括法の施行を経て、現在は、小泉

内閣の「地方にできることは地方に」との基本方針の下、残された最大の課題であ

る地方税財源の確立について、「国と地方の協議の場」において「三位一体の改革」

の実現に向けた真剣な取組みが行われているなど、ゆるぎない大きな流れとして定

着している。 

また、平成11年の合併特例法の改正以降、全国的に市町村合併が飛躍的に進展し、

全国の市町村数は、平成 11 年３月の 3,232 団体から、来年の３月には約 1,800 団体

となる見込みとなっており、市町村の規模・能力の拡充が図られつつある状況とな

っている。 

この一方で、現在、第 28 次地方制度調査会においては、「道州制のあり方」、「大

都市制度のあり方」、「地方の自主性・自律性の拡大のあり方」等、我が国の地方自

治制度の根幹にかかわる重要な課題について審議が進められているところである。 

これらのような状況の中で、都市自治体には、「補完性の原理」の考え方に基づい

て、地域における包括的な行政主体として大きな役割を果たしていくことが強く求

められており、都市が中心となる分権型社会の実現がこれまで以上に求められてい

る。 

このため、全国市長会では、平成 15 年４月の「地方自治の将来像についての提言」

に引き続き、行政委員会の下に「分権時代の都市自治体のあり方に関する検討会」

を設置し、将来における都市自治体のあり方について検討を深めていくこととした。 

本研究会では、平成 16 年４月に第１回の検討会を開催して以来、７回にわたって

真剣な討議を重ねるとともに、数次にわたる意見照会を行うなど、積極的な検討を

行ってきたところであり、今般、本検討会における議論の結果を、「分権時代の都市

自治体のあり方について」として取りまとめを行ったものである。 

本取りまとめが、関係各位にご理解いただくとともに、今後の地方自治制度の改

革において、十分に反映されることを強く期待するものである。 

結びに、学術的な観点から貴重なご助言をいただいた（財）日本都市センター「分

権時代の都市自治体のあり方に関する研究会」の小早川光郎座長をはじめ委員各位

に対し、深甚なる感謝を申し上げる次第である。 

 
 

分権時代の都市自治体のあり方に関する検討会 
座長  横須賀市長  沢  田  秀  男 
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Ⅰ 道州制を見据えた都市自治体と広域自治体のあり方について 
 

はじめに 

 

我が国の内政を取り巻く環境が大きく変貌する中、国と地方の役割分

担を明確にし、地方の自己決定の範囲を拡大するなど、地方分権型の新

しい行政システムを構築し、自主・ 自立の地域社会を実現していくこと

が求められている｡ 

また、全国各地において市町村合併の取組みが飛躍的な進展を見せて

おり、平成 17 年度末には市町村の数は 1,822 となり、平成 11 年の合併

特例法改正時の 3,232 と比べて、581 件の合併により、1,410 減少する

こととなっている。さらに本年４月１日からは、都道府県が市町村合併

の推進に関する構想を策定することなどを内容とする合併新法が施行

され、基礎自治体の規模・能力 の拡充を図る自主的な市町村合併が、引

き続き推進されることとなっている。 

こうした合併により、市町村の数が極端に少なくなるような県も想定

され、その結果、都道府県の再編の議論が現実的となる地域も出てくる

ことから、広域自治体のあり方についての検討が必要となっている。 

このため、本会では、平成 15 年４月に「地方自治の将来像について

の提言」を取りまとめたところであるが、これに引き続き、平成 16 年

１月に「分権時代の都市自治体のあり方に関する検討会」を設置し、国

の統治システムとの関連も含め、道州制を見据えた都市自治体と広域自

治体のあり方等について議論を重ねてきた。 

こうした中、第 28 次地方制度調査会において、道州制のあり方、大

都市制度のあり方等に関し審議が進められているところであり、これを

受け、本会としても検討会におけるこれまでの議論等を踏まえ、都市自
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治の確立と都道府県の構造改革、道州制のあり方及び都市自治体の将来

のあり方について、取りまとめを行ったものである。 

 

１．都市自治の確立と都道府県の構造改革 

 地方分権改革や市町村合併の進展などにより、都市自治体は住民に

最も身近な総合的な行政主体として、これまで以上に自立性の高い行

政主体となることが求められている。一方都道府県については、可能

な限り都市自治体への事務の移譲を進め、スリム化を図るとともに、

経済社会活動が広域化、グローバル化する中で、広域自治体として戦

略的な役割を果たすべく、現在国が処理している事務を新たに引き受

けることとするなどその役割の変容が期待されている。 

 このため、中長期的には、道州制の導入についても視野に入れてい

く必要があるが、これに先立ち、当面、現行の都道府県制度において

も、以下のような措置を講じていく必要がある。 

 

（１）都道府県と都市自治体の対等・協力関係の確立 

１）都道府県と都市自治体における二重行政の解消 

  都道府県と都市自治体の役割・機能について見ると、生活環境・

福祉・教育・産業振興・農林水産・都市計画等多くの分野において、

重複・混在が見られ、二重行政 により行政に無駄があるとか、都道

府県の関与や権限の留保により都市自治体として自己完結的な行

政が出来ず、都市行政に様々な支障が生じているという指摘がなさ

れている。 

  今後、都道府県の機能は、広域的機能、基礎自治体間の調整機

能に重点化し、福祉や教育、まちづくりなど住民に身近な事務につ

いては、都市自治体が責任をもって総合的・完結的に処理できるよ
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う、一部の手続事務、監視事務ということでなく、一定の行政分野

ごとに、まとまった事務及びこれに伴う所要財源を移譲していく必

要がある。 

  特に、都市計画決定、農地転用、児童相談等の事務については早

急に移譲する必要がある。 

  また、都道府県と都市自治体が相互に協力して処理する必要があ

る事務・事業については、当面 、両者の役割・機能の重複を具体的

に調整するための仕組みを設けることが必要である。 

  なお、現在、都市自治体の役割とされているもののうち、国民健

康保険や介護保険などの事務については、今後、国または都道府県

が担うことが適当ではないかとの意見もあり、十分な検討が必要で

ある。 

 

 ２）中核市、特例市の指定要件の引下げと都市自治体自らの選択によ

る権限移譲 

  人口規模等に応じた事務・事業の配分については、政令指定都市

は県と同様に、中核市は現在の政令指定都市と同様に、特例市は現

在の中核市と同様にし、その他の市については、概ね人口 10 万人

以上の市に対して一層の権限を移譲する必要がある。 

  人口 30 万人以上とされている中核市、人口 20 万人以上とされて

いる特例市の指定要件については、中核市の面積要件（人口 50 万

人未満の都市にあっては 100 平方キロメートル以上）の廃止に加え、

中核市は人口 20 万人以上、特例市は人口 10 万人以上とするととも

に、政令指定都市の指定要件については、法律上人口 50 万人以上

とされている要件と現実の運用との関係を見直し、客観的な要件を

明確にしていく必要がある。 
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  併せて、都市自治体自らの選択による事務・事業の移譲がなされ

る仕組みを求める意見も多いことから、今後十分な検討が必要であ

る。 

  また、当然のこととして、それぞれの都市自治体が財政面におい

ても自立できるよう、税源移譲をはじめとする都市税財政基盤の確

立がなされなければならない。 

    

３）条例による事務処理特例制度の活用 

  都市自治体への事務・事業 の移譲については、その規模、能力に

応じて、本来、法改正により行う必要があるが、条例による事務処

理特例制度を活用することも重要である。 

  市長からは、事務処理特例制度について評価できるとの意見が多

いところであるが、一方で、移譲された事務・事業に見合う財源等

の措置が十分なされていないとの意見が極めて多いことから、都道

府県はその移譲に当たっては、必要な財源等の措置を十分かつ適切

に行う必要がある。 

  また、一定の行政分野ごとに、まとまった事務・事業を移譲する

ことも重要である。 

  さらに、事務・事業の移譲を受ける都市自治体の規模、能力など

はそれぞれ異なるため、都市自治体の実態を踏まえ、一律ではなく

柔軟に対応する必要がある。 

  また、移譲に当たり、専門的な職種を含む人材の確保が重要であ

ることから、特に、移譲前後の一定期間については、相互人事交流、

職員の派遣等による都道府県の協力が必要である。 

  なお、地方自治法の改正（平成 16 年 11 月 10 日施行）により、

都市自治体から都道府県に対し、その権限に属する事務の一部を処
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理することができるよう要請することができることとされたとこ

ろであり、今後、各都市自治体における積極的な活用と、都市自治

体の意向を尊重した都道府県の対応がますます重要となる。 

 

（２）都道府県の合併による広域化 

   今後、市町村の合併や地方分権のさらなる進展により、都道府

県の補完機能については次第に縮小し、また、合併により市町

村の数が少なくなるような県においては、連絡調整機能が縮小

することも想定されるところであり、再編の議論が現実的とな

る地域も出てくると考えられる。このため、将来の道州制の議

論に先立ち、広域自治体としての都道府県の区域や規模の拡大

について検討をするとともに、地方自治法の改正により手続が

整備された都道府県の自主的合併による広域化を進めることも

必要と考える。 

 

（３）国の地方支分部局の廃止・縮小と事務権限の都道府県等への 

移譲 

   本省庁から地方支分部局への事務権限の移譲がなされてきて

いるが、地方支分部局による関与が大きくなっていること、ま

た、依然として省庁ごとの縦割行政による弊害が残されている

こと等から、都市自治体が総合的な行財政運営を行う上で大き

な障害となっている。 

   このため、国の地方支分部局を廃止・縮小し、その事務権限の

大半及びこれに伴う所要財源を都道府県又は規模、能力の充実

した都市自治体へ移譲する必要がある。 
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２．都市自治体から見た道州制のかたち 

  市町村合併の進展により、基礎自治体の規模・能力が拡大する中

で、現在の都道府県の区域の拡大、役割・機能のあり方の見直しが

必要となっている。 

  また、一方で、地方分権を進めるため、国の役割を重点化するな

ど、現在の国、都道府県、市町村の役割を抜本的に見直し、真の分

権型社会にふさわしい新たな行政システムの構築が求められてい

る。 

  こうした中、道州制の検討が必要となってきている。 

 

（１）道州制の導入 

   道州制の導入については、様々な意見があり、憲法的視点も含

め、議論を中長期的に積み重ねていく必要がある。 

   この点に関して、市長からは、今後の「この国のかたち」を考

えた場合の将来の広域自治体のあり方としては、現行の都道府

県の合併、広域連合等による広域化を図ることが適当とする意

見は２割弱に止まり、地方公共団体としての性格を有するもの

とするか否かは別にして、道州制を導入することが適当とする

意見が７割に上っている。こうした点に鑑みれば、将来的には

道州制の導入も必要となってくると考えられる。 

 

（２）道州の法的性格及び執行機関の長と議会の構成 

   都市自治体にとって望ましい道州の法的性格としては、国と地

方公共団体の両方の性格をもつ中間的な団体とする考え方もあ

るが、広域的な視点で解決が必要な地域の課題に対応できると

ともに、住民に対し責任をもつ地方公共団体とすることが適当
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であると考える。 

   また、道州の執行機関の長及び議会の構成は、現行の制度と同

様、公選とする必要がある。 

   なお、道州内にある都市自治体の合意により代表者を選任する

とか、カウンシル制度のように議決機関と執行機関が一体とな

った組織とするとの考え方もある。 

 

（３）国の役割の重点化と国から道州に移譲すべき事務 

   道州制を導入する場合は、国の役割は、外交、防衛、司法、通

貨などの国際社会における国家としての存立に関わる事務、義

務教育の根幹的制度の設定、生活保護基準、労働基準など全国

的に統一して定めることが望ましい事務、公的年金、骨格的・

基幹的交通基盤など全国的な規模で又は全国的な視点に立って

行わなければならない事業等、真に国が果たすべきものに重点

化する必要がある。その際、労働基準監督、雇用対策、少年等

の更正保護のための矯正施設の管理などを含め、幅広い事務を

道州に移譲していく必要がある。 

   なお、例えば環境行政などのように、国、道州及び基礎自治体

が適切な役割分担に基づき、それぞれの機能に応じて同一分野

の事務を融合的に処理する場合も考えられるが、この場合にお

いては、それぞれの責任を明確にするとともに、基礎自治体へ

の関与は必要最小限とする必要がある。 

 

（４）道州の区域のあり方と全国同一の制度による一斉導入 

   道州の区域（ブロック）のあり方については、地理、自然、社

会経済、歴史、文化等の観点を考慮するなど総合的に勘案する
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必要があるが、ある程度の均衡を考慮すれば、全国を７ないし

12 ブロックに区分することが相当と考えられる。 

   また、制度の導入については、簡明な制度とする観点からいえ

ば、全国一斉とすることが適当である。 

   なお、首都圏、近畿圏、中部圏などと、人口や経済集積等にお

いて著しく異なる他の圏域とを同一の制度とすることについて

は、今後さらに議論を深める必要がある。 

 

（５）都道府県の廃止と道州の地方事務所の設置等 

   地方公共団体としての道州制の下では、現在の都道府県を廃止

することが適当であり、その際、道州の区域内における地域的

事務の執行や道州内における基礎自治体との連絡調整機能を果

たすためには、道州の地方事務所の設置が必要と考えられる。 

   また、都市自治体は、現在都道府県が行っている事務・事業の

多くをもあわせて担うこととなることから、道州制が安定した

地方行政制度として定着するまでの間は、道州と都市自治体と

の間で広域連合の活用などにより段階的に取り組む必要がある。 

 

（６）道州の税財政基盤の確立と財政調整の必要性の検討 

   道州の地方税財政制度については、その権限に応じて、自立性

を高めることを原則とし、自主財源である地方税を大幅に拡充

することを基本とする必要がある。 

   なお、道州間の財政調整については、道州の規模、権限、経済

力等の差異を踏まえ、その必要性について検討する必要がある。 

 

（７）特性を踏まえた、独立性の高い大都市制度の創設 
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  大都市圏域については、その成り立ち、規模、産業構造などに違

いがあり、充足すべき行政需要も多様化・複雑化していること

から、それぞれの特性を踏まえて事務権限が選択でき、それに

伴う自主財源も確保される新たな大都市制度について検討する

とともに、独立性（自己完結性）の高い大都市制度の創設を目

指す必要がある。 

 

（８）国民的議論が必要な連邦制 

   連邦制については、連邦政府と州政府との立法権の分割や司法

権のあり方など憲法の根幹部分の変更が必要となることから、

長期的課題であり、十分な時間をかけ国民的な議論を行ってい

く必要がある。 

 

３．都市自治体の将来のあり方－10 万人都市を目指して－ 

  道州制の下における都市自治体は、「補完性の原理」の考え方に

基づき、住民に最も身近な自立した総合的な行政主体として、地域

において、現在都道府県が行っている事務・事業の多くをも含む総

合的な役割を担い、道州は、圏域全体の視野に立った産業振興、広

域防災、国土保全、環境対策などの分野に限定された役割を担うこ

ととなる。 

  こうした将来の姿を想定するとともに、厳しい財政状況、少子・

高齢化、情報化等の増大する行政ニーズへの対応等を考慮するなら

ば、基礎自治体の規模は、それぞれの地域の特性に応じて当該地域

が主体的に判断するべきものであるが、将来的には概ね人口 10 万

人以上の都市が基礎自治体の標準的なものとして、分権型社会の担

い手となるような社会の実現を目指す必要がある。 
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  もちろん、こうした社会を実現するためには時間が必要であり、

当面は規模の異なる都市自治体についても、その規模、能力、意欲

に応じて、一層の事務・事業の移譲などを進めるとともに、それぞ

れの地域において広域連合の活用や合併などを自主的に進めてい

くなどにより分権の担い手としての実績を重ね、都市の実力をつけ

ていくことが重要である。 

  なお、都市自治体と道州との関係については、道州の意思決定へ

の都市自治体の参画や、道州と都市自治体の調整の仕組みが必要で

ある。 

 

 



 

 

 

 

 

 

［資  料］ 
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平成１６年１月２８日 

行 政 委 員 会 決 定 

 

「分権時代の都市自治体のあり方に関する検討会」設置要綱 

 

１．目的及び名称 

地方分権改革や市町村合併が進展する中で、今や世界的な潮流である「補完性の原理」

の考え方から、基礎自治体が地域における包括的な役割を果たしていくことが強く期待

されており、都市が中心となる分権型社会の実現がこれまで以上に求められている。 

また、２１世紀を迎え、我が国の内政を取り巻く環境は大きく変貌しており、国の統

治システムとの関連も含め、都市自治体と広域自治体のそれぞれの役割について改めて

検討し、地方分権型の新しい行政システムを構築していく必要がある。 

このため、全国市長会として、平成 15 年 4 月の「地方自治の将来像」に引続き、分権

型社会における都市自治体のあり方について幅広く論議し、検討を深め、随時関係方面

への提言、要望に反映していくことを目的として、行政委員会の下に「分権時代の都市

自治体のあり方に関する検討会」（以下「検討会」という。）を設置する。 
 

２．組  織 

      検討会は、下記の市長をもって構成し、その任期は２年間とする。  

(1) 行政委員会正副委員長及び行政委員会委員長が指名する行政委員会委員 

(2) 副会長(行政委員会担当)及び各委員会委員長 

(3) 支部を代表する市長(支部長) 

(4) 行政委員会委員長が指名する市長 
 

３．運  営 

(1) 検討会に座長１名、座長代理１名を置く。 

          なお、座長には、行政委員会委員長をあて、座長代理は委員の中から座長が指

名する。 

(2) 検討会には、オブザーバーとして、座長が必要と認める者を出席させることが

できる。 

(3) 検討会の庶務は、全国市長会行政部において処理する。 
 

４．検討項目 

     (1) 地方分権時代における都市自治体のあり方 

     (2) 都市自治体と広域自治体の関係について(大都市制度､道又は州から構成される

制度を含む。) 

     (3) 真の地方自治確立のための法制度のあり方 

     (4) 都市自治体における行政組織（行政委員会を含む。）のあり方 

   (5) その他、都市における地方自治確立のため座長が特に必要と認める事項 
 

５．その他 

(1) 検討会は､財団法人 日本都市センターの調査研究と併行・連携し、４の検討項

目について検討を行う。 

(2) 検討会の開催は、行政委員会開催時を原則とする。 

(3) この要綱に定めるもののほか、必要な事項は座長が定める。 



［座長］ 行政委員会委員長 横須賀市長 沢 田 秀 男

行政委員会副委員長 会津若松市長 菅 家 一 郎

〃 西尾市長 本 田 忠 彦

〃 摂津市長 森 川 薫 （～16.6.9）

〃  諫早市長 吉 次 邦 夫  

 帯広市長 砂 川 敏 文  

  寒河江市長 佐 藤 誠 六

 天童市長 遠 藤 登

  白石市長 川 井 貞 一 （～16.11.13）

  富山市長 森 雅 志

  豊栄市長 小 川 竹 二 （～17.3.20）

 滑川市長 中 屋 一 博

 敦賀市長 河 瀬 一 治

江市長 辻 嘉 右 ェ 門 （～16.8.29）

  佐久市長 三 浦 大 助 （～17.3.31）

 武蔵野市長 土 屋 正 忠

 江東区長 室 橋 昭

所沢市長 斎 藤 博

 我孫子市長 福 嶋 浩 彦

 矢板市長 遠 藤 忠

  太田市長 清 水 聖 義

 富士吉田市長 萱 沼 俊 夫

 美濃加茂市長 川 合 良 樹

 伊勢市長 水 谷 光 男 （～16.5.12）

  桑名市長 水 谷 元

 八幡市長 牟 礼 勝 弥

 貝塚市長  道 勇

  奈良市長 大 川 靖 則 （～16.9.27）

 桜井市長 長 谷 川 明

 御坊市長 柏 木 征 夫 （～16.6.9）

 倉敷市長 古 市 健 三

 三次市長  岡 広 小 路

  出雲市長 西 尾 理 弘

  高松市長 増 田 昌 三

  東予市長 青 野 勝 （～16.10.31）

 筑後市長 桑 野 照 史

「分権時代の都市自治体のあり方に関する検討会」委員名簿

◎  行政委員会正副委員長

◎　行政委員会委員市長
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 佐賀市長 木 下 敏 之

 大分市長 釘 宮 磐 （～16.6.9）

  牛深市長 西 村 武 典

盛岡市長 谷 藤 裕 明

所沢市長 斎 藤 博 （再掲）

美濃加茂市長 川 合 良 樹 （再掲）

財政委員会委員長 秋田市長 佐 竹 敬 久 （16.10.1～）

〃 伊勢原市長 堀 江 侃 （～16.9.30）

社会文教委員会委員長 坂出市長 松 浦 稔 明

経済委員会委員長 高岡市長 佐 藤 孝 志 （～16.5.24）

〃 宮崎市長 津 村 重 光 （16.7.7～）

登別市長 上 野 晃

仙台市長 藤 井 黎

  大町市長 腰 原 愛 正 （17.5.20～）

 福井市長 酒 井 哲 夫 （～16.5.21）

北茨城市長 村 田 省 吾 （17.5.1～
     17.5.26）

 坂東市長 石 塚 仁 太 郎 （～17.3.21）

足利市長 吉 谷 宗 夫 （17.5.26～）

美濃加茂市長 川 合 良 樹 （再掲）

 柏原市長 山 西 敏 一 （～17.3.10）

 生駒市長 中 本 幸 一 （～16.5.21）

 
御坊市長 柏 木 征 夫 （17.5.18～）

（再掲）

 倉敷市長 中 田 武 志 （～16.4.22）

 福山市長 三 好 章 （～16.8.9）

廿日市市長 山 下 三 郎 （16.9.5～
     17.5.17）

 柳井市長 河 内 山 哲 朗 （17.5.17～）

徳島市長 原 秀 樹 （～17.5.17）

 松山市長 中 村 時 広

 高知市長 岡 崎 誠 也 （～16.5.19）

長崎市長 伊 藤 一 長  

北海道支部 帯広市長 砂 川 敏 文 （再掲）

     〃 士別市長 田 苅 子 進

◎　支部長

◎　各委員会委員長

◎　行政委員会担当副会長

◎　支部推薦市長
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東北支部 村山市長 菊 池 汪 夫

     〃 塩竈市長 佐 藤 昭

北信越支部 柏崎市長 西 川 正 純 （～16.12.5）

     〃 千曲市長 宮 坂 博 敏

関東支部 日光市長 眞 杉 瑞 夫

     〃 山梨市長 中 村 照 人

東海支部 沼津市長 斎 藤 衛

     〃 土岐市長 塚 本 保 夫

近畿支部 四條畷市長 田 中 夏 木

     〃 川西市長 柴 生 進

中国支部 因島市長 村 上 和 弘

     〃 益田市長 牛 尾 郁 夫

四国支部 善通寺市長 宮 下 裕

     〃 松山市長 中 村 時 広 （再掲）

九州支部 田川市長 伊 藤 信 勝

     〃 玉名市長 髙 嵜 哲 哉

川崎市長 阿 部 孝 夫

北見市長 神 田 孝 次

  能代市長 豊 澤 有 兄

 静岡市長 小 嶋 善 吉

  大阪狭山市長  田 友 好

  直方市長 向 野 敏 昭

  唐津市長 坂 井 俊 之 （～16.12.31）

  佐世保市長 光 武 顕

  西都市長 日 野 光 幸 （～17.2.4）

  鹿児島市長 赤 崎 義 則 （～16.12.22）

日本都市センター
  理事・研究室長

井 川 博 （～16.6.29）

日本都市センター
  理事・研究室長

山 谷 成 夫 （16.7.1～）

新潟大学
  法学部助教授

田 村 秀

 

東京大学大学院
  法学政治学研究科
  助教授

金 井 利 之

 以上　９２名

◎　政令指定都市代表市長

◎　行政委員会委員長指名市長

◎  専門委員
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座    長 東京大学大学院法学政治学研究科教授 小 早 川 光 郎

委    員 九州大学大学院法学研究院教授 大 橋 洋 一

〃 全国市長会事務局次長 小 濵 本 一

〃 東京大学大学院法学政治学研究科助教授 金 井 利 之

〃 新潟大学法学部助教授 田 村 秀

〃 国際基督教大学教養学部教授 西 尾 隆

〃 東京大学大学院法学政治学研究科教授 長 谷 部 恭 男

〃 東京大学大学院経済学研究科教授 持 田 信 樹

〃 明治大学大学院ガバナンス研究科教授 山 下 茂

 

「分権時代の都市自治体のあり方に関する研究会」委員名簿

以上　９名

（財）日本都市センター
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平成１９年６月４日 

 

全国市長会 地方分権改革検討会議
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本資料について 

 

全国市長会では、第二期地方分権改革の具体化に向け、改革の推進に関する

施策について検討を行い、その成果を地方分権改革推進委員会等関係機関の審

議に反映していくため、行政委員会の下に「地方分権改革検討会議」を設置し

ているところである。 

この検討に先立ち、本年２月から３月にかけて、同検討会議委員市区長    

（１２４名）に対して、市民のための行政を行うにあたり、支障となっている

国・都道府県による関与等の事例について調査を実施したところ、３４６事例

の提出があった。 

同検討会議では、支障事例の調査結果に基づき、改革の具体的方法を提案す

べく検討を行っているところであるが、本資料は、現時点で検討している７１

項目のうち、都道府県による関与等の項目（２３件）を抜粋したものである。 
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Ⅰ 福祉分野  

１．養護老人ホーム、特別養護老人ホームの設置許可権限の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置許可権限を希望する市に移譲する。 

（２）改革の理由 
養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置許可は、都道府県の事務とされてい

るが、都道府県では許可にあたり、市町村老人福祉計画の整備目標に合致しているか

否かの市の判断に基づいて行っているため、都道府県の許可事務とする必要性はない。 
市に許可権限が移譲されれば、迅速な対応を行うことができるようになる。 

（３）関係法令等 
老人福祉法第１５条、第１５条の２、第１６条、第１８条、第１９条、第３４条 
老人福祉法施行令第７条、 
地方自治法施行令第１７４条の３１の２、第１７４条の４９の１０ 

（４）支障事例番号 
２３７ 
 

２．特定児童福祉施設の設置許可権限の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
特定児童福祉施設の設置許可権限を希望する市に移譲する。 

（２）改革の理由 
母子生活支援や児童保育等の責務は市町村にあるが、特定児童福祉施設の設置許可

は都道府県の権限となっているため、責任の所在があいまいとなっている。 
市に許可権限が移譲されれば、責任の所在が明確になるとともに、より適切な児童

福祉行政の展開を図ることが可能となるほか、事務処理の迅速化が図られ、市民サー

ビスの向上を図ることができる。 
（３）関係法令等 

児童福祉法第３５条第４項、第７項、第４６条、第５８条、第５９条 
児童福祉法施行令第１８条の３ 
地方自治法施行令第１７４条の２６、第１７４条の４９の２ 

（４）支障事例番号 
５９、１５４ 
 

３．要保護児童対策に係る権限の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
希望する市に、児童相談所の設置、もしくは家庭への立入り調査を行う権限等の児
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童相談所の権能の一部を移譲する。 
（２）改革の理由 

要保護児童対策においての一般的相談は市区町村の役割であるが、虐待への対応は

児童相談所に権限と責任が集中している。中核市は児童相談所の設置主体となったが、

一般市においても、虐待の緊急度・危険度の判定、総合的・継続的な援助とケアを実

施する必要がある。 
市に権限が移譲されれば、要保護児童の早期発見、早期対応が可能となるとともに、

責任の所在の明確化を図ることができる。 
（３）関係法令等 

児童虐待の防止等に関する法律第９条 
児童福祉法第２９条 

（４）支障事例番号 
１５５ 
 

４．身体障害者手帳の交付等事務の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
身体障害者手帳の交付に係る事務・権限を、一括して希望する市に移譲する。 

（２）改革の理由 
身体障害者手帳の交付等に関する事務については、市と都道府県で申請と審査、決

定の権限が分割されており、迅速な処理が阻害され、市民サービスの低下につながっ

ている。 
また、市民生活に密接した福祉関係事務は、市に移譲することが適切であることか

ら、都道府県に権限移譲を要求したが、システム導入及びオンライン化を行う財源確

保は困難であるとして、難色を示している。 
交付事務が市に移譲されれば、身体障害者手帳交付申請者に対する迅速な対応がで

きるとともに、権限が一元化され、責任の所在の明確化を図ることができる。 
（３）関係法令等 

身体障害者福祉法第１５条、第１６条、第４３条の２ 
身体障害者福祉法施行令第４条、第１１条 
地方自治法施行令第１７４条の２８、第１７４条の４９の４ 

（４）支障事例番号 
１１９、１７７ 
 

５．障害者自立支援医療事務の統一［法定受託事務］ 

（１）改革の方法 
障害者に対する自立支援医療の申請窓口と受給者証の交付を市に一本化するなど、
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事務の流れを統一する。 
（２）改革の理由 

障害者自立支援法の成立に伴い、従来の更生医療、育成医療、精神通院医療は「自

立支援医療」として実施されているが、申請受付から受給者証交付までの流れが医療

の種類によって異なっている。 
また、育成医療のみ都道府県（保健所）で申請受付がされているため、市では受給

者の情報を把握できていない状況にある。育成医療は１８歳に達すると更生医療に切

り替わるため、市での予算付けが必要であるが、現状では正確な予算の見積りが困難

となっている。 
各医療の事務の流れが統一されれば、申請者にもっとも身近である市窓口での手続

きが可能となり、分かりやすさ等の利便の向上が図られるとともに、事務執行の円滑

化が図られる。 
［各医療の事務の流れ（○○県における現状）］ 
○更生医療：市で受付（県に判定依頼）→県で判定→判定に基づき、市で支給認

定・受給者証交付 
○精神医療：市で受付（県に進達）→県で支給認定（受給者証交付）→市を経由

して受給者証交付 
○育成医療：県で受付・支給認定・受給者証交付 

（３）関係法令等 
障害者自立支援法５８条 

（４）支障事例番号 
１７６ 
 

６．精神保健及び精神障害者福祉に関する相談指導等権限の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
精神保健及び精神障害者福祉に関する相談指導等の権限を、希望する保健所未設置

の市に移譲する。 
（２）改革の理由 

精神保健及び精神障害者の福祉に関し、精神障害者及びその家族等に対する相談、

指導は、都道府県（保健所）が行うこととされているが、保健所を置かない市も、精

神保健及び精神障害者の福祉に関し精神障害者及びその家族等に対する相談、指導を

行うこととされており、非効率、二重行政となっている。 
相談指導等の権限が市に移譲されれば、より身近な市において相談することができ

るようになる。 
（３）関係法令等 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４７条 
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（４）支障事例番号 
２３８ 
 

７．国からの交付金の市への直接交付の実施等［自治事務］ 

（１）改革の方法 
障害者自立支援対策臨時特例交付金等、都道府県経由の国交付金の交付を、都道府

県を通さずに市に直接行うとともに、その使途に係る詳細な規定を廃止する。 
（２）改革の理由 

障害者自立支援対策臨時特例交付金は、都道府県が国から交付金を受け入れ基金化

を行った上で、市町村に配分する仕組みとなっているとともに、事業の実施に係る詳

細な内容が国から示されるが、これが示されるのが遅いため、市による速やかな特別

対策の実施に支障が生じている。 
住民生活に密着した交付金は、使途をできる限り自由度の高いものとした上で、住

民ニーズを熟知する市に直接交付とすれば、市による速やかな事業の実施が可能とな

る。 
（３）関係法令等 
（４）支障事例番号 

３２９ 
 

８．病院の開設・変更等の許可権限の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
病院の開設・変更等の許可権限を、医療監視に基づく指導を行っている市に移譲す

る。 
（２）改革の理由 

病院の開設・変更等の許可権限は都道府県が有しているが、医療監視に基づく指導

は中核市が行っている。本来、指導と設置許可権限はセットであるべきものである。 
設置許可主体が指導を行うことができるようになれば、適正な指導が行えるととも

に、責任の所在の明確化が図られる。 
（３）関係法令等 

医療法第７条 
（４）支障事例番号 

２４３ 
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Ⅱ 環境分野  

９．旅館業等に係る衛生措置の基準制定権限の移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
旅館業等に係る衛生に必要な措置の基準の制定権限を保健所設置市区に移譲する。 

（２）改革の理由 
旅館業経営の許可は保健所を設置している市区長にあるが、「衛生に必要な措置」（換

気、採光、照明、防湿及び清潔その他宿泊者の衛生に必要な措置）を定める衛生措置

基準の制定権限は都道府県に留保されている。これは、当該衛生措置基準については、

全国一律では不適切だが、都道府県レベルで制定すれば十分との考え方に基づくもの

と思われるが、このため、市区独自の基準による規制や緩和を行うことができない。 
保健所設置市区において基準を制定できるようになれば、風紀についても市区の実

情に合った基準を制定し、地域に根ざしたよりきめ細やかな業態指導が可能となる。 
また、他の生活衛生関係営業である理容、美容、クリーニング、興行場、公衆浴場

においても、同様の改善を図ることが必要である。 
（３）関係法令等 

旅館業法第４条第２項等 
（４）支障事例番号 

１５８ 
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Ⅲ 産業分野  

１０．農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想の都道府県同意の廃止［自治事務］ 

（１）改革の方法 
農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想の改定作業の具体的数値もしくは細部

にわたる政策については、都道府県の同意を廃止し、報告又は届出とする。 
（２）改革の理由 

基本構想を定め又はこれを変更する場合は、都道府県知事に協議し、同意を得なけ

ればならないこととなっている。 
遊休農地等の把握に相当の時間を要するため、平成１７年度に所得目標の改定等を

行い、平成１８年度に遊休農地の農業上の利用の増進に関する事項及び特定法人貸付

事業に関する事項を追加する予定で作業を進めており、これを都道府県は当初合意し

ていたものの、１７年度末には、同時に見直しを行うよう指導をしてきた。このため

現場では作業に混乱をきたし、１８年７月に見直しの合意を得ることとなった。 
担い手対策等市独自の施策や市ごとに大きく事情が異なる所得目標や遊休農地等に

ついては、地域の実情を理解している市の裁量に任せれば、より実態に即した迅速な

対応を図ることができる。 
（３）関係法令等 

農業経営基盤強化促進法第６条第６項 
（４）支障事例番号 

１２１ 
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Ⅳ まちづくり分野  

１１．市域内のみを区域とする都市計画決定権限の移譲及び協議・同意の廃止［自治事務］ 

（１）改革の方法 
市域内のみを区域とする都市計画については、そのすべての決定権限を市に移譲す

るとともに、市決定の都市計画における都道府県等との協議・同意を廃止し、都道府

県からの意見聴取、都道府県への報告とする。 
また、三大都市圏に係る措置を廃止する。 

（２）改革の理由 
都市計画の決定権限が市町村へと移譲されたが、依然として市町村決定にあっては

都道府県の同意が必要とされ、国・都道府県・市町村は「上下・主従」の関係から「対

等・協力」の関係と変わったとしながらも、実質的には従前と何ら変わっていない。 
市町村の定める都市計画は、市町村都市計画マスタープランに基づき決定されてお

り、同マスタープランは国土利用計画や都道府県都市計画マスタープランなど上位計

画と整合を図って策定していることから、相当の期間を要している都道府県との協議

の上での同意の必要性がない。 
また、合併等により、市町村は広域化しており、市町村の自主・自立性を発揮する

ためにも権限の移譲が必要である。 
具体的には、次のような支障が生じている。 
○ 長年事業化されずに、近年の社会経済情勢の変化により必要性が低下し事業

化する見込がなくなった都市計画決定事業において、この計画変更をする時に

は、都道府県から代替案を求められるなど、現実に計画決定を廃止することが

できなくなっている。この都市計画街路計画で、路線区域の建築制限を行って

いるが、近年の社会経済環境と地域の実情にあった計画ではないため地域のま

ちづくりに支障をきたしている。 
○ 特別積み合せ貨物運送事業（宅配便業者）が都市計画区域内における開発行

為が、国による一律の基準により許可不要とされていることから、市のまちづ

くりの考え方にそぐわない、農地保全地域や生活道路、通学道路に囲まれた地

域への営業所設置が行われた。 
○ 都市計画区域や市町村道都市計画道路などの決定権限が市にないため、企業

立地やこれに伴う外部からの流入人口の増加による、新たな土地需要や多様な

土地利用形態に適切かつ迅速で、きめ細かな対応を図ることができない。 
○ 市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画決定は都道府県の権限とな

っており、地域特性や地域の実情にあったまちづくり、市民と一体となったま

ちづくりの実施が困難となっている。また、これに係る国・都道府県との協議

に、概ね１年以上の日数を要し、期間が長いことによる市民からの苦情が多数
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寄せられている。 
○ 市の都市計画審議会において用途地域の変更の決定をする場合、都道府県と

の協議・同意が必要とされており、円滑かつ柔軟な土地利用に支障をきたして

いる。 
○ 一般市にある用途地域の指定権限が、三大都市圏では中核市にすらない。 
○ 市町村計画において、地区決定や火葬場などの特定施設の位置決定など市町

村決定に都道府県の同意が必要であり、多大の時間と労力を要している。 
○ 都市計画制度について市が自ら建設し、管理する道路や公園であっても一定

規模以上のものは都道府県知事が都市計画決定権者となっており、都市公園や

公営住宅の管理・市街化区域の調整や土地整理の許可などが市に一本化されて

いないため、地域の実情に合わせた整備が実現できない。 
○ 風致地区は、都市の風致の維持を目的としているものであるにもかかわらず、

１０ha以上の風致地区の都市計画決定及び変更の決定権限が都道府県となって
いる。また、緑地保全地区についても同様である。 

○ 都市計画における都道府県の関与は「広域的な観点」と「県が定める都市計

画との適合の観点」に限定されている。この２つの観点からはずれて、市の定

めるべき事項に関する詳細にわたる資料や説明の要求がなされており、さらに

は法令に根拠をもたない協議書の取り交わしまで求められている。 
市にこれらの都市計画決定権限が移譲され、国や都道府県の関与が廃止されれば、

全国一律のまちづくりではなく、地域住民の参画の下での都市計画が実施できるよう

になり、地域の個性、伝統、文化に基づいたまちづくりが可能となるとともに、都市

計画の迅速な決定・変更等が行えるようになり、地域の振興に資することができる。 
（３）関係法令等 

都市計画法第５条第１項、第７条、第８条、第１５条、第１８条、第１８条の２、

第１９条、第１９条第３項・第４項、第２１条、第２３条、第２９条、第２９条第

３項、第３４条、第５８条、第７７条、第８７条の２ 
都市計画法施行令第９条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、第１４条の

２、第１５条 
首都圏整備法 

中部圏開発整備法 

近畿圏整備法 
（４）支障事例番号 

３１、６８、６９、８８、８９、９０、９１、１２２、１２３、１２４、１２５、

１２６、１２７、１２８、１２９、１３０、１３１、１８１、１８２、１８３、 
１８４、１８５、１８６、１８７、１８８、１８９、１９０、１９１、１９２、 
１９３、２４６ 
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１２．農地転用許可権限の市への移譲・自治事務化［法定受託事務（一部自治事務）］ 

（１）改革の方法 
農地転用許可基準を地域の実情に応じた対応が可能となるよう枠組化し、農地転用

権限を市に移譲した上で市の自治事務するとともに、これに係る国・都道府県との協

議、同意を廃止し、報告とする。 
（２）改革の理由 

農地転用権限は、４ha 超は国の許可、２ha 超４ha 以下は国への協議が義務付けら
れた上で都道府県の法定受託事務、２ha 以下は都道府県の自治事務となっているが、
地域性の発揮、土地利用の一貫性の確保など、地域のことは地域で決められるように

するためには、補完性の原理に基づき、土地利用に関する権限は基礎的自治体にゆだ

ねる必要がある。 
また、市農業委員会において農地転用許可申請を受理してから、国・都道府県との

協議、同意に多大な時間を要しているなど、迅速な対応が取れないばかりか、市に主

体性がないため、地域住民等が求めている土地利用を図れない状況となっている。 
さらに、２ha以上の転用においては、市農業委員会で審査・決議を行った上で、国・
都道府県の両方に協議を行うもしくは同意を得なければならず、二重行政となってい

る。 
現在、事務処理特例制度により、４ｈａ以下の農地転用を市に権限移譲している都

道府県もあるが、市農業委員会での審査後、県農業会議への諮問が義務付けられてい

るなど、権限移譲を受けても、事務の簡素化、迅速化につながっていない。 
具体的には、次のような支障が生じている。 
○ 総合発展計画や都市計画マスタープラン等の市の根幹をなす計画の見直しを

進めている中で、将来の人口増に向けた住居地域の拡大、企業誘致に向けた工

業地域等の拡大について検討課題としている。大都市地域の近郊のＪＲ沿線に

あるという立地条件から民間での住宅開発が進展しており、市街化区域内で開

発できる場所が限られてきたことから、市域の農地について見直しを進めてい

るところである。しかし、大規模開発にかかる農地転用等に係る諸手続きにつ

いては、国・都道府県との調整・協議に相当の時間がかかっており、迅速な対

応ができない状況となっている。 
○ ４ｈａ以下の農地転用許可の権限が事務処理特例により知事から市長へ移譲

されることになっているが、農業委員会の意見決定後、さらに県農業会議へ諮

問して意見を聞くことになっており、申請から許可までに相当の時間を要する。 
農地転用許可事務は、地域の実情を熟知している農業委員会の判断があれば、

敢えて県農業会議の意見を求める必要はなく、また、権限移譲を受けても、申

請から許可までの期間短縮ができないのであれば、移譲に対するメリットはな
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く、市民サービスの向上にも繋がらない。 
○ 地域活性化策として、積極的に企業誘致を進める方針であるが、現下の厳し

い財政事情では、市の経費負担による土地の造成は困難である。このため、民

間企業の資金力を活用した工場団地の造成を考えているが、農地法は市街化調

整区域内の農地転用について民間企業による造成目的の転用は認めておらず、

企業誘致による自主財源の涵養を図ることができない。 
○ ４ｈａ超の農地の転用は、農林水産大臣の許可となっており、知事を経由す

ることが義務付けられているが、都道府県と国の見解が異なる場合があり、非

効率となっている。 
○ 農地転用に関する権限は、２ha超４ha以下は法定受託事務として都道府県へ
事務が移譲されたものの、国への協議が義務付けられている。また、４ha超の
農地転用については国の許可となっており、協議への回答や許可まで相当の労

力と時間を要している。国土の骨格を形成するような計画を除き、土地利用に

関する権限はできるだけ基礎的自治体にゆだねるべきであり、地域の土地利用

の一貫性を確保する観点から、転用規模の大小に関わらず市の事務とする必要

がある。「多重行政」による責任所在の不明確化を避けるためにも国との協議の

義務づけは廃止する必要がある。 
○ 農地の転用にあたっては、２ha超４ha以下は国への協議が必要となっており、
協議への回答や許可まで相当の労力と時間を要している。農地転用の許可事務

は、すでに全国統一的な基準によって行われており、国の関与の必要性は低い。 
○ 農地転用の許可事務は、法令に基づく事務であり、市農業委員会と県の判断

が相違することは事実上ないにもかかわらず、市農業委員会が申請を受付し、

意見書を付して県に送付し知事が許可する仕組みとなっており、事務の迅速化

等住民サービスの向上に支障賀生じている。 
○ ２ｈａ超４ｈａ以下の農地転用については、知事は当分の間、あらかじめ大

臣への協議が義務付けられており、許可までの期間が長期にわたる一因ともな

っている。知事の許可も大臣の協議もどちらもその目的は農地の保全であり、

市町村にとって二重行政となっている。 
○ 農地転用等の許可については、市の農業委員会で申請を受理し決議を持って

都道府県に進達、さらに都道府県においては農業会議に諮問・決定しており、

二重審査となっている。 
市に権限が移譲されれば、全国一律の土地利用規制ではなく、地域住民の参画の下

での有効な農地保全・農業振興、土地有効利用が可能となり、地域の個性、伝統、文

化に基づいたまちづくりが可能となるとともに、二重行政による無駄の廃止、迅速な

対応が行えるようになり、地域の振興に資することができる。 
（３）関係法令等 
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農地法第３条、第４条、第５条 
農地法施行令第１条の７ 
農地法附則第２項第１号・第２号、 

（４）支障事例番号 
９７、９８、９９、１３５、１６４、１６５、１６６、１９６、１９７、１９８、

２３０、２３１、２４９ 
 

１３．農業振興地域除外に係る都道府県との協議・同意の廃止等［自治事務］ 

（１）改革の方法 
農用地利用計画に係る都道府県の同意を要する協議を廃止する。 
また、農業振興地域除外が必要な農地転用許可における二重手続を廃止し、農地転

用許可権限を市に移譲した上で、農業振興地域除外を行った土地については農地転用

許可に係る手続を省略できるようにする。 
（２）改革の理由 

農業従事者の高齢化や人口減少等に伴い、農地の荒廃や低・未利用地の増加、農業

生産環境の悪化など、農業を取り巻く環境には様々な課題が発生していることから、

農用地区域内の土地の有効な利活用を促進すべきところであるが、農業振興地域の指

定変更等、都道府県との事前協議に多大な時間がかかるなどスムーズな意思決定がで

きず、さらに都道府県の判断が画一的な農業振興地域設定となっていることから、地

域性の発揮や住民参画の下での土地利用が阻害されている。 
具体的には、次のような支障が生じている。 
○ 農業振興地域内における農地転用に関して、一目で荒廃地と認識できる現況

においても、法的縛りにより、市町村の裁量でもって、指定・解除できる範囲

が限定されている。 
よって、自発的・創造的尺度による開発行為等の許可に対し、一部的に現状

とそぐわなく支障をきたしている事例が見受けられる。 
○ 産業振興を目指す自治体にとって、新規の企業誘致は大きな課題であるが、

企業からの土地要望は、広大な面積を求めるものが多いため、どうしても農業

振興地域に場所を求めざるを得ない現状がある。しかし、農業振興地域におい

ては、その解除が必要であり、企業からの要望に迅速に対応できず、企業の進

出が損なわれている。 
○ 農業振興地域整備計画の策定（変更）には都道府県知事と協議が、また、そ

のうち農用地利用計画の策定（変更）には都道府県知事の同意が必要であり、

地域の実情にあった土地利用を図ろうと計画を策定（変更）するが、開発可能

となるまでに多大な時間を要し、時宜に応じた開発が困難となっているととも

に、市の独自性を生かした施策が展開を図ることが困難となっている。 
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○ 農地振興地域において、行政施設（市民センター）の建て替えに係る農用地

区域からの除外事務について、地域住民の総意に基づき、市の総合計画事業と

して市内部の調整・意思決定がなされている施設に対し、県は形式的な法令解

釈に拘泥し指導を行った。 
具体的には、施設の各部屋ごとに必要面積の詳細な積算根拠を求められたり、

市民センターという施設の性格から、候補地の範囲は絞られてしかるべきもの

を他の事案と同様に計画地区内全域を対象に候補地を選定し、各候補地が不適

である理由を明示する必要がある等、地域の実情からかけ離れた指導を受けた。 
その結果、何度も計画案の修正を余儀なくされ、担当者は２０回近く県に出

向かなければならなかった。更に、情報は県政総合センターを経由して本庁に

伝わるため、知事の同意をとるまでに４ヶ月半の時間を要し、計画変更に必要

な縦覧等の手続きを含めると、資料作成から計画変更に約７ヶ月もの時間を要

することとなった。 
非農業的土地利用が増大し、変更に係る事案も増加している中で、このよう

に本手続きが完了するまでに相当長期間に渡ること、また、決定公告が終わる

まで新たな案件について県と事前相談に入れないため大きな足かせとなってい

る。 
○ 農業振興地域整備計画の変更案を作成し都道府県と協議を行ったが、市が作

成した農用地利用計画変更案に同意が得られなかったため、当初案を変更して

再協議し同意を得て変更を完了した。 
今回の変更においては、市は当地域の特性を踏まえ優良農地の確保とメリハ

リある土地利用を目指して農用地利用計画の変更案を作成したが、県の同意が

得られなかったため市独自の施策が展開できなかった。 
○ 農振除外が必要な農地転用許可において、計画変更の案件が、県の同意を得

て１１条公告から１２条公告（完了）を終えるまで約２ヶ月を要するが、この

間、次の案件が進んでも２ヶ月ごとの処理となっているため、公告手続きがと

れない。 
○ 農業振興地域除外が必要な農地転用許可について、協議時間（通常６ヶ月で

あるが案件により申請から１年を要したものもある。）と書類を大量に要するケ

ースが多く、住民からも簡素化を要望する声が多く出されている。 
○ 地域の実情にあった土地利用を図るための農業振興地域整備計画（農用地利

用計画）の策定及び変更についての都道府県知事の同意手続きと農地転用許可

事務では、実際には同じような審査等が行われており、無駄となっている。 
都道府県による関与が廃止され、事務の簡素化が図られれば、全国一律の土地利用

規制ではなく、地域住民の参画の下での有効な農地保全・農業振興、土地有効利用が

可能となり、地域の個性、伝統、文化に基づいたまちづくりが可能となるとともに、
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迅速な対応が行えるようになるほか、企業進出等による地域の活性化・自主財源の増

加に資することができる。 
（３）関係法令等 

農地振興地域の整備に関する法律第４条、第５条、第６条、第７条、第８条、 
第１３条・第１３条の２ 

（４）支障事例番号 
３８、１００、１３６、１３７、１３８、１３９、１４０、１４１、１９９、 
２００ 
 

１４．国・都道府県道の管理権限の希望市への移譲［法定受託事務］ 

（１）改革の方法 
希望する市に対して、国・都道府県道の管理権限を財源とともに移譲する。 

（２）改革の理由 
国・都道府県道の管理は、国もしくは都道府県が行っているが、国や都道府県が管

理に必要な基準を作成することにより、統一した管理が可能である。 
また、緑量を確保するなど、市域における環境整備のため、国・都道府県道につい

ても市の一定の方針のもとに行いたいが、管理主体が異なることから、現実にはでき

ない。 
管理権限が市に移譲されれば、国道、都道府県道及び市道の一体的で効率的な道路

管理ができるようになるとともに、統一的な景観の実現や環境に配慮した道路とする

ことができる。 
（３）関係法令等 

道路法第１３条、第１５条、第１６条 
（４）支障事例番号 

２２６、２２７、２４７、２９８ 
 

１５．河川管理権限の希望市への移譲・財源措置［法定受託事務］ 

（１）改革の方法 
希望する市に対して、一級河川、二級河川の管理権限を財源とともに移譲する。 

（２）改革の理由 
河川管理権限の移譲 
市民の生命と財産を守るとともに、河川の持つ特性を活かした良好なまちづくりを

推進する上で河川管理は重要であることから、都道府県と移譲に向けた協議を行った

経緯があったが、本来権限移譲とセットであるはずの財源措置が伴っておらず、これ

が権限移譲の疎外要因となり実現には至っていない。また、河川と関連する水防、砂

防、ダムの管理権限の存在もあって、行法体系上、河川を含めた一元的管理が困難な
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状態にある。 
一級河川、二級河川の管理は、国もしくは都道府県が行っているが、国や都道府県

が管理に必要な基準を作成することにより、統一した管理が可能である。 
（３）関係法令等 

河川法第９条、第１０条、第５９条、第１００条 
（４）支障事例番号 

１６１、１９４、２２９ 
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Ⅴ 教育分野  

１６．県費負担教職員の人事権等の市への移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
   広域的な人事交流等の仕組みを講じつつ、県費負担教職員の人事権を市に移譲する。

また、必要な財源を市に移譲した上で、給与支払い権限を移譲する。 
（２）改革の理由 

地域を愛する先生を育て、そうした先生から子どもたちを教育してもらいたいとい

うのが市町村の願いである。教育の現場を預かる市町村が、教職員の採用、人事異動、

懲戒免職等、教職員に関する完全な権限を行使できて初めて義務教育の責任を全うす

ることができる。 
いまだに実現されていないが、平成 17 年 10 月に中教審が「中核市をはじめとする
一定の自治体への人事権の移譲」について答申したことは記憶に新しいところである。 
都道府県教育委員会に権限が集中する県費負担教職員制度や人事制度を廃止し、市

に人事権と研修権、そして給与支払権限を付与し、市町村や学校の学校づくりに対応

した人事の仕組みをつくるべきである。また、人事権と給与負担とは一体であるのが

原則であることから、人件費に係る財源も移譲すべきである。 
単独での人事権の受け入れが困難な市町村では、一部事務組合を組織するなどして、

広域組織での人事権の受け入れを可能にすべきである。また、都市部と過疎地域での

人材の偏在を解消するとともに、視野の広い人材の育成を図るため、人事権を有する

市町村での人事交流の仕組みを確保すべきである。 
   県費負担教職員制度等に関する支障については、以下のものがある。 

○  地域と密接な連携の中で特色ある学校づくりが望まれているが、市立小・中
学校教職員の人事権が県にあり、教職員の市への帰属意識が低く、真に地域に

根ざした学校づくりに大きな支障をきたしている。 
○  市立小中学校等の教職員は、設置者たる市町村の職員である一方、人事権が
県教育委員会にあるという現状は、責任と権限の不一致であり、教育現場の自

主性・自律性を損ない、児童生徒や保護者を含む教育現場の評価に基く教職員

の適切な処遇という点からも問題がある。 
○  市立学校教職員のうち県費負担教職員については、任命権者が都道府県であ
り、人事権は都道府県教育委員会が持っている。当該教職員の服務監督権者は

市町村教育委員会であるが、都道府県内市町村間で当該教職員の服務の扱いが

異ならないよう、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第４３条第４項

に規定する技術的基準を適用して、都道府県の定めに準ずる規定を制定しなけ

ればならない。 
○  政令指定都市は、教職員の任命権は有しているが、その給与費は道府県の負
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担であるため、自主的・主体的な教育行政を実施する上で支障がある。 
○  当市の市区町村立学校に勤務する県費負担教職員は、身分は当市の職員であ
るが、任命権は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３７条により、

都道府県にあるという「ねじれ」現象を生じている。 
  市区町村立学校の職員は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３４

条により、「この法律に特別の定がある場合」を除き、当該市区町村教育長の推

薦により当該教育委員会が任命する。しかし「この法律に特別の定がある場合」

として、前記第３７条があることから、県費負担教職員の任命権は都道府県教

育委員会に属するという特例規定が定められている。すなわち、県費負担教職

員については、この第３７条の特例規定がなければ、当該市区町村教育委員会

が任命権を有することとなる。 
  具体的な支障事例としては、各学校や地域の実態に応じた柔軟な人員配置が

困難（例:少人数学級編制、小学校の専科教員の配置、特色ある学校づくり等）、
質の高い人材の確保や安定的な人事管理が困難、長期的な職員育成計画を立て

にくいことがある。 
○  指定都市では、任命権者と給与負担者が異なるという制度のねじれが支障と
なり、指定都市が主体的な人事施策を進めることができない。学校設置者であ

り、保護者や住民の意向を直接反映できる立場にある指定都市が給与負担も行

うことによって、初めてその権限と責任の拡大につながる。 
○  小中学校には県費負担の職員と市費負担の職員が混在し、給与負担者の違い
が身分格差として扱われがちである。また、現在では県費負担教職員だけでは

対応しきれない状況にあり、市費負担により様々な学校職員が配置されている

実態もある。市が主体的かつ一体的な人事施策を進める上で、小中学校に勤務

する職員の給与負担者を統一化することは重要である。 
○  中核市では、県費負担教職員に対する研修権限は移譲されたものの、任命権
が県に残されている。研修権限と任命権は一体のものであり、教職員の研修意

識の高揚を図り、独自の研修を実施するうえでの障壁となっている。 
○  小中学校などにおいて、教員免許をもたない、特別な知識や技能を有する社
会人を指導者として招へいし、学習の充実を図るための特別非常勤講師制度が

ある。この特別非常勤講師を任命、雇用する場合は、あらかじめ教員免許の授

与権者である県教育委員会へ届け出なければならないが、必要性は感じられな

い。 
○  学校事務職員の任命については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律
により、都道府県委員会に属している。また、給与、勤務時間その他の勤務条

件は、地教行法により、都道府県条例で定められ、その事務内容が規則で規定

されている。しかし、現状では、学校事務職員は市町村の学校に勤務しており、



 - 18 -

事務内容についても県と市町村の事務が複合し効率的な事務執行の阻害要因と

なっている。 
  市に人事権等が移譲されれば、人事権と給与負担の一元化による主体的かつ一体的

な人事施策の推進、教職員の市への帰属意識の醸成等を図ることができる。 
（３）関係法令等 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３７条、第３８条、第４０条、第４２

条、第４３条 
公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員の定数の標準に関する法律第４条 
第８次公立義務教育諸学校教職員定数改革計画 
市町村立学校職員給与負担法第１条 
教育公務員特例法第２１条 
義務教育費国庫負担法第２条 
教育職員免許法第３条の２ 
市町村立学校事務職員等の職の設置基準に関する規則（平成 12年３月２２日○○県
教育委員会規則第６号） 

（４）支障事例番号 
７１、７３、１４２、１６８、１６９、２０１、２０２、２０３、２０４、２０５、 
２０６、２０７、２０９、２１０、２５０、２５１、２５２、３０４、３４１ 

 
１７．義務教育諸学校の学級編制に対する関与の廃止、教職員定数権の市への移譲 

［自治事務］ 

（１）改革の方法 
   学級編制に係る都道府県の関与を廃止するとともに、教職員定数権を市に移譲する。 
（２）改革の理由 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定義の標準に関する法律第３条では、学

級の児童または生徒数の基準は、国の数を標準として県が定めることとされている。 

また、同法第４条には、学級編制は県の基準に従い、市町教育委員会が行うとされて

いるが、同法第５条には、学級編制について、あらかじめ県教育委員会と協議、同意

を得なければならないと規定されている。 
学級編制の権利は市町にあるといいながら、学級編制は常に県の指導・支配下で行

われているのが現状であり、市の学級編制基準のもと、学校の実態に合う柔軟的な学

級編制ができない。 
加配職員の増配置、非常勤講師配置については、都道府県から示される教職員定数

改善計画による加配数を踏まえて決められる。それが決まるまでの期間が限られた中

での作業となり、市町村からの計画書や報告書の提出が増え、他の業務に影響を与え

ている。 
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さらに、４月１日の生徒数で学級数がスタートするが、県の規定により５月１日の

生徒数による基準学級数制度化になっているために再学級編制を余儀なくされる場合

がある。 
学級編制に係る関与が廃止され、教職員定数権が移譲されれば、事務の効率化・省

力化が図られるとともに、地域の実情に応じた柔軟な学級編制や教職員の配置を行う

ことができる。 
（３）関係法令等 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律第３条、第４条

第５条、第 6条から第 18条まで 
（４）支障事例番号 

７２、１４３、１７０、１７１、１７２、２１１、２１２ 
 
１８．青少年指導員の都道府県の委嘱権限の廃止［自治事務］ 

（１）改革の方法 
   青少年指導員の都道府県の委嘱権限を廃止する。 
（２）改革の理由 

青少年指導員は、県と市から委嘱を受けており、併任委嘱となっている。指導員の

報酬等の事業費は市費で対応している。県は県内市町村の連絡協議会等の開催など、

連絡調整事務を行っているだけであり、指導員の委嘱事務は二重事務といえる。 
都道府県の委嘱権限が廃止され、市に一元化されれば、二重行政が解消され、青少

年指導員の委嘱事務の効率化を図ることができる。 
（３）関係法令等 

○○市青少年指導員設置規則 
○○県青少年指導員要綱 

（４）支障事例番号 
２５４ 
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Ⅴ 災害その他分野  

１９．事務処理特例制度による権限移譲の要件の緩和等［自治事務］ 

（１）改革の方法 
事務処理特例制度による権限移譲の際の条件を緩和するとともに、移譲事務量・経

費に見合う財源を市に対して交付する。 
（２）改革の理由 

県から市町村へ事務が移譲されつつあるが、その多くについて、保健所設置団体と

同等の能力の自治体、建築主事の設置、中核市等の条件があり、移譲を希望できる事

務項目が非常に限られている。 
県から市町村への移譲事務は「県事務処理の特例条例」で規定され、その事務を市

町村等が行う場合の経費は「県権限移譲事務交付金交付要綱」により事務移譲に伴う

交付金額の算定方法等が規定されている。しかし、権限移譲にかかる交付金は、交付

決定通知書で移譲事務ごとの額が示されるが、知事が定める基準額等は示されず、移

譲事務量・経費に見合う財源が交付されているか検証をする際の支障となっている。 
また、同じ事務であっても、都道府県によってその財源となる交付金の単価の設定

に大きな開きがある。今後、権限移譲をすすめていくうえで、権限とその事務に必要

な財源の移譲は当然のことであり、権限移譲が都道府県の財政健全化に使われること

は絶対にあってはならない。 
権限移譲の要件が緩和され、必要な財源が市に交付されれば、住民に身近な自治体

における迅速で的確な住民サービスの提供が可能となる。 
（３）関係法令等 

地方自治法第２５２条の１７の 2第 1項 
地方財政法第２８条第 1項 
県権限移譲事務交付金交付要綱 

（４）支障事例番号 
   ２１７、３４２ 

 

２０．自衛隊災害派遣要請権限の市長への付与［自治事務］ 

（１）改革の方法 
   市長が自衛隊に対して直接、災害派遣を要請できるよう権限を付与し、都道府県へ

は事後報告とする。 
（２）改革理由 

災害発生時の自衛隊に対する派遣要請は、その性質上緊急を要するが、現状では市

町村長の派遣要請に基づき知事が防衛大臣に対して要請を行うことになっている。 
市町村長が災害派遣要請が必要と判断し、県に要請をした場合、県がその要請を否
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とすることは現実的に考えられず、二段階の要請手続きは不必要である。また、要請

事由についても、県と自衛隊間では詳細がつかめない恐れがある。 
平成７年の災害対策基本法改正により、市町村長は防衛大臣等に災害状況を通知し、

大臣等の判断で派遣できることとされたが、市長に、自衛隊に対して災害派遣を直接

要請できる権限が付与されれば、大災害発生時の派遣要請を円滑なものとし、住民の

生命を守るための救助作業など迅速な対応を図ることができる。 
（３）関係法令等 

災害対策基本法第６８条、第６８条の２ 
自衛隊法第８３条 

（４）支障事例番号 
   ２１３、２１４、２１５ 
 
２１．液化石油ガス貯蔵施設等への立入検査等権限の指定都市市長への移譲［自治事務］ 

（１）改革の方法 
   液化石油ガス貯蔵施設等への立入検査に関する知事権限を指定都市市長に移譲する。 
（２）改革理由 

液化石油ガス貯蔵施設等への立入検査については、液化石油ガスの保安の確保及び

取引の適正化に関する法律に基づいて知事が、また、消防法に基づいて消防長又は消

防署長が行う。 
知事への液化石油ガス貯蔵施設等の設置又は変更の許可申請には、消防長又は消防

署長の意見書が必要であり、消防機関は意見書の交付申請に基づいて立入検査を実施

し、意見書を交付している。 
知事の立入検査権限が指定都市市長に移譲されれば、二重行政が解消され、効率的

で統一性のある指導が可能となり、事業所の負担も軽減される。 
（３）関係法令等 
   消防法 
   液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 
（４）支障事例番号 
   ２５６ 
 
２２．知事に対する条例の制定・改廃等の報告・届出の廃止［自治事務］ 

（１）改革の方法 
知事に対する条例の制定･改廃、予算に関する報告義務を廃止する。 

   また、各種定例報告については、内容の簡素化を図るとともに、真に必要な報告に

限る。 
（２）改革の理由 
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地方自治法第２５２条の１７の１１により、法第３条第３項の条例（地方公共団体

の名称を変更する条例）を除いて、市町村が条例を制定・改廃したときは知事に報告

しなければならない。また、予算についても知事に報告しなければならないが、報告

を受けても県は事実上活用していない。 
また、法第１５８条は、市長が直近下位の内部組織を設置することとし、条例を制

定した場合、その要旨等を知事に届けなければならないとしている。 
法第２４５条の４第１項は、市町村の事務について、知事が助言若しくは勧告をし、

又は適正な事務処理のための情報を提供する必要がある場合は、市町村に対し必要な

資料の提出を求めることができるとしており、必要であればこの規定により市町村に

資料の提出を求めればよく、一律に報告を義務づける必要はない。 
その他にも、社会福祉統計月報、公共事業施行状況調査など、各分野で県への月例

報告等の定例報告があり、報告書作成に職員が忙殺され、どのように活用されている

か理解できないものもある。 
さらに、児童手当の補助金申請等については、WISH ネットワーク利用により市町

村から国への直接連絡となっているが、同時に都道府県へ書面で報告しなければなら

ないため、二度手間となっている。 
報告義務が廃止等されれば、事務が大幅に簡素化され、市民へのサービス提供によ

り多くの時間と労力とを向けることが可能となる。 
（３）関係法令等 

地方自治法第１５８条、第２１９条、第２３３条、第２５２条の１７の１１ 
（４）支障事例番号 
   ７６、７７、７８、７９、８０、８１、１４４、１４５、３２７ 
 
２３．国、都道府県の調査の一本化等 

（１）改革の方法 
   重複する国や都道府県が実施する調査の一本化を図るとともに、不要な調査を廃止

する。 
（２）改革の理由 

総務省の「地方財政状況調査」「当初予算に関する調」、財務省の「普通会計財政状

況調査」に関して、前年度決算と今年度当初予算を県を経由して総務省に回答してい

るが、同内容で財務省からも調査照会がある。 
また、総務省の「9 月補正予算にかかる調査」「普通会計予算額等に関する調査」に

関しては、どちらもほぼ同要件での照会であり、「普通会計予算額等に関する調査」に

ついては地方財政白書の作成資料としての照会となる。 
さらに、総務省の「公共事業等の事業施行計画及び事業施行状況等に係る調査」と

県土木部の「公共事業施行対策○○協議会資料」は、どちらも毎四半期の普通建設事
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業に係る事業費・契約額・執行額などに関する照会である。 
この他にも、年度末から翌年度当初にかけて、下水道に関する同じような内容の調

査・照会が多数集中するため、これに多くの労力・時間を奪われ、市民サービスや通

常業務の妨げとなっている。また、これらの中には、毎年実施されてはいるものの、

目的が不明確な調査や、結果が市にフィードバックされない調査も少なくない。 
調査の一本化が図られれば、大幅な事務の簡素化、事務負担の軽減が図られ、市に

おいて本来の務めである住民サービスの向上を図ることが可能となる。 
（３）関係法令等 
      地方自治法第２４５条の４ 
（４）支障事例番号 
   １３４、２３６、２５７ 
 


